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地方自治体の租税支出レポート
―自動車環境税制における兵庫県の租税支出を題材として―
大野 桂
Ⅰ はじめに
我が国の財政は、国・地方を通じ、高齢化の進展による社会保障関係費の増大に直面し
ている。また、高度経済成長期に整備された社会基盤の老朽化対策など、他の財政需要の
増大も必至である。高度経済成長期にあっては、税収の自然増を新規事業に配分するこ
と、すなわち増分の配分が可能であった。しかし、人口減少社会を迎えて経済が成熟化し
た現在及び近い将来において、増大していく財政需要を満たすに足る税収自然増を期待す
ることはできず、この財政収支の差は、増税により現世代が、赤字公債により将来世代が
負担することになる。一方、新たな行政課題は次々と生じてくる。これらに応ずるために
財政支出以外の政策手法はないだろうか、というときに目が向くのが政策税制措置、すな
わち減税である。減税は、予算措置が求められるわけではないため、財政負担を生じない
ようにも思えるが、税収減を伴う以上は、間接的な財政支出であるといえる。また、負担
の配分の時代にあって特定の者を税制面で優遇することは、税負担の公平性の問題も大き
い。
減税という政策手法は、我が国はもちろんのこと、諸外国においても「租税支出」（tax
expenditure）と呼ばれて広く用いられ、直接的な財政支出の予算書・決算書に当たる「租
税支出レポート」による租税支出の公表・報告が行われている。我が国でも、近年、「租
税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律」（租特透明化法）により、法人税（国税）
における租特適用実態調査結果の国会提出が制度化されているが、地方自治体において
は、租税支出レポートの公表はほとんど行われていない。
以上のような問題意識から、本稿では、地方自治体の租税支出の財政的マネジメントの
前提となる租税支出レポートに焦点を絞って考察を進める。
第C章では、予算・財政マネジメントと租税支出について考察する。まず、間接的財政
支出である租税支出について、予算の目的・手法などの直接的財政支出のマネジメントと
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比較することにより、租税支出についても計画、執行、検証全体を「租税支出循環」とし
てとらえ、PDS サイクルによってマネジメントすべきことを提示する。そして、この租
税支出のマネジメントに資するため、一定の情報を備えた租税支出レポートが必要である
ことを論じ、我が国での租税支出レポート作成・公表の現状を確認する。
第B章では、地方税の統計として現に存在する「課税状況調」から租税支出レポートに
資するような情報がどの程度得られるかを試みる。具体的な事例として、自動車環境税制
における兵庫県の租税支出「自動車税のグリーン化特例」及び「自動車取得税のエコカー
減税」を取り上げて分析するとともに、これらと同目的の直接的財政支出とを合わせた財
政総支出についても確認する。そして、第C章で指摘した租税支出レポートとして備えて
おくべき情報の観点から、課税状況調の租税支出レポートとしての活用可能性及び課題を
明らかする。
第D章では、地方自治体が租税支出レポートを活用する際の課題について今後の方向性
を示す。
Ⅱ 予算・財政マネジメントと租税支出
 間接的財政支出としての租税支出
租税は、公共サービスを提供するために必要な資金を調達することを本来の機能とし、
その制度（税制）は、公平・中立・簡素という租税原則を備えていることが望ましいとさ
れる。しかし、担税力その他の点で同様の状況にあるにもかかわらず、何らかの政策目的
の実現のために、特定の要件に該当する場合に税負担を軽減する規定が税制上多数設けら
れている1。これら税制上の特別規定は、政策目的のために、課税の公平と税収の確保を
ある程度犠牲にして、特定の経済活動・部門・主体に税の減免や繰延べという優遇措置を
与えるものであり、諸外国において「租税支出」と呼ばれている2。
OECD の報告書では、我が国における租税支出の定義として、「特定の政策上の配慮が
なかったとすれば、税負担の公平その他の税制の基本的原則からは認め難いと考えられる
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 金子（2012), p. 84.
C 渡瀬（2008), p. 8。本稿において、租税特別措置、税負担軽減措置、政策減税などと呼ばれる措置の
呼称は、「租税支出」を基本とする。これは、租税特別措置等の用語がいずれも税制面からの呼称であ
るのに対し、租税支出という用語は、財政面からの呼称であり、減税の財政支出としての側面に着目す
る本稿にふさわしいためである。また、この租税支出と対比されるべき、補助金をはじめとする直接的
な財政支出については「直接支出」と呼称する。
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実質的な意味での特別措置」という税制調査会の政策税制の定義が紹介されている3。多
くの OECD諸国では、租税支出の推計及び公表が政府によって行われてきており、指標
として活用されている4。租税支出の計測方法には、主として歳入損失法、歳入増加法、
支出同等法のBつの手法があり、各国の実際の推計では一番目の歳入損失法がとられてい
るが5、いずれの方法によっても測定上のあいまいさは避けることはできず、租税支出は、
あくまでも「目安」であり、大掴みに「目測」するのに便利という位置づけであることを
認識しておく必要があるとされる6。いずれにせよ、補助金プログラムと比較して予算審
議や運用評価が不十分であるため導入しやすく、運用面でもメリットがあると考えられた
ために、経済政策等の達成手段として、諸外国と同様、我が国でも租税支出は積極的に活
用されてきた7。
次は、この租税支出と直接支出である予算の異同を確認する。
 予算循環と「租税支出循環」
予算は、単年度主義の原則に従い毎年度策定されるが、一つの予算が運営される過程
（予算過程（budgetary process））は、少なくともB年度以上の年月を重ねる。この一つ
の予算の生涯は、予算循環（budget cycle）と呼ばれ、予算の編成（立案及び決定）、予
算の執行、決算という三つの過程から構成される8。これをマネジメントの観点からみる
と、予算編成過程は計画（Plan）、予算執行過程は執行（Do）、決算過程は検証（See）と
とらえることができ、これらが毎年繰り返すことにより形成される予算循環は、PDS サ
イクルを形成しているととらえることができる。
これに対し、歳入、特に租税制度の政策形成の過程である租税過程（tax process）に
ついては、予算過程とは異なる循環（cycle）を財政の意思決定プロセスで持つとされな
がらも、もっぱら政策形成過程をいうものとして理解されている9。しかし、租税制度と
いう制度的基盤を活用した租税支出は間接的財政支出であると認識すると、租税支出につ
いても、その計画、執行、検証全体を「租税支出循環」としてとらえ、PDS サイクルによっ
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B 古田（2011), p. 49。日高（2010）は、我が国の「租税特別措置」は総額B〜E兆円程度とされている
ものの、2006（平成18）年国税収入49兆円に対して租税支出は約17兆円（対 GDP比B％程度）である
と推計し、オーストラリア（同4.2％）、オランダ（同2.39％）と同水準であるとしている（同, p. 59）。
D 予算書の一部として公表している国にアメリカ、イギリス、ドイツなど、予算書とは別に公表してい
る国にオーストラリアやカナダなどがある（日高（2010), p. 55）。
E Bつの計測方法は上村（2008), p. 5。各国の状況は渡瀬（2008), pp. 10-11など。
A 渡瀬（2008), pp. 16-17.
 古田（2011), p. 49.
J 神野（2007), p. 121，貝塚（2003), p. 43.
P 貝塚（2003), pp. 51-54.
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てマネジメントしていく必要があるのではないか、ということが意識される。具体的に
は、予算編成過程に相当する租税支出の立案決定過程においては財政支出目的に照らした
検討がなされているか、予算執行過程に相当する租税支出執行過程においては要件審査等
の執行手続きが適切になされているか、決算過程においてはその妥当性、有効性などが検
証されているか、などについて、予算循環のマネジメントと比較していく視点が生じてく
る。
そこで、租税支出循環についても、予算循環全体をマネジメントする「予算・財政マネ
ジメント｣10と同様に PDS サイクルによってマネジメントを行うことの課題を考えること
とし、直接支出と租税支出を対照しながら考察を進めていく。
 直接支出と租税支出のマネジメント比較
⑴ 予算の目的から見た比較
予算の目的としては、「総額についての規律の維持」、「資源配分の効率化」及び「公共
サービスの効率的供給」のBつが挙げられるが、これらBつの予算の目的から見た予算編
成の問題点として、増分主義、投入統制及び単年度予算のB点が指摘されてきた11。
増分主義における問題点は、第一に、税収が減少した場合は増分による優先順位付けが
困難となるため、前年度予算の踏襲になりかねず、行政課題の解決のために施策を選択す
るという視点がなくなるという点である。第二に、仮に増分があったとしても、要求部局
による「予算分捕り」では予算配分の根拠が利害関係者の影響力の強弱で決まる点である。
次に、投入統制における問題点は、財政当局が成果に目を向けないまま投入資源の配分を
行う結果、投入資源配分に係る現場の裁量をなくしてしまい、「権限なきところに結果責
任なし」という状況に陥ってしまうことにある。さらに、単年度予算における問題点は、
一度開始された事業を止められずに後年度の巨額な事業費を予算化せざるを得なくなるな
ど、中期的な視点で計画的な財政運営を行うことには限界があることである。
これらの問題点は直接支出を対象としたものであるが、増分主義及び投入統制について
は、租税支出についても概ね当てはまるといえる。すなわち、増分主義の問題点を租税支
出に当てはめると、前年踏襲型で行政課題の解決のために施策を選択する視点がなくな
り、「資源配分の効率化」という目的を達成できない、また、利害関係者の影響力の強弱
による租税支出の分捕り合戦が行われて「総額についての規律の維持」が失われる、と置
き換えられる。同様に、投入統制の問題点を租税支出に当てはめると、租税支出の成果に
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10 田中（2003）。
11 稲沢（2012a), p. 5, pp. 21-26.
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目を向けないまま財政資源の投入を続けてしまい、「資源配分の効率化」を達成できない、
と置き換えられる。一方、単年度予算の問題点については、租税支出はいったん法・条例
が成立すれば、その効力は単年度に限られるものではなく、直接は当てはまらない。ただ
し、一度開始された租税支出は既得権化して後年度に財政負担をもたらし続けるおそれが
あるという意味においては、一度開始された事業を止められない、という単年度予算から
生ずる問題点と結果において相通ずるところがある。
⑵ 補助金と租税支出の比較
次に、直接支出における財政援助である補助金12と租税支出の比較により租税支出の問
題点を検討する。
表は補助金（直接支出）と租税支出を要件、過程及び効果において比較対照したもの
である。この表からは、租税支出について次のような問題点を指摘することができる。
第一に、租税支出が間接的な財政支出であるにもかかわらず、直接的な財政支出である補
助金と異なり、政策体系での位置づけが明確ではなく、また、財政支出として認識されな
いために、行政評価の対象になりにくいことである。これは、資源配分の効率化を達成す
るための仕組みが租税支出において準備されていないということを意味する。第二に、租
税支出は、いったん制度化されると、その後の適用は分権的な意思決定13によるために、
直接的な財政支出である補助金と異なり、支出総額をあらかじめ定めることができず、ま
た、その執行状況を管理できないために、支出の上限を制御できないことである。これは、
同じ財政支出である補助金と比べて、租税支出は総額について規律の維持を達成する機能
が劣るということを意味する。第三に、租税支出は、特定の者の税負担を軽減するという
財政支出を行うのに租税制度という制度的基盤を用いるために、租税原則である公平、中
立、簡素の全てを損なっていることである。特に所得課税においては、所得が少ない者は
少額の、所得が多い者は多額の税負担の軽減を受けることが顕著であり、税負担の軽減を
受ける前の税制で想定されている垂直的公平を低下させてしまう。
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12 ここでは、国・地方自治体から民間部門に交付する補助金について取り扱う。
13 分権的な意思決定とは、租税支出の適用が個々の納税者の選択により決定されることをいう。これに
対し、補助金は、その適用が国・地方自治体の集権的な意思決定により決定される。表においても同
じ。
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 租税支出の財政マネジメントの前提となる租税支出レポート
これまで見てきたところから、租税支出について次のことがいえる。一つには、租税支
出過程は、直接支出の予算過程が予算循環とされているのと異なり、租税支出循環として
認識されていないために PDS サイクルを形成していないこと、二つには、租税支出にお
いては、直接支出の予算の目的とされている「総額についての規律の維持」及び「資源配
分の効率化」に対する認識が不十分であること、三つには、租税支出は、租税原則である
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執行過程
●適合する行動をとっても対象とならない
ことがある（赤字企業、低所得者など）
○手続きが申告のみの場合は申告納付時に
効果が発現する（手続きに申請を要する
ものについては補助金と同様）
○法・条例として立案･審査･決定される
●予算と形式が異なっており、政策体系で
の位置づけが明確ではない
●税収は見積りに過ぎず、租税支出の総額
（上限）を明確にできない
租税支出区分
○予算として立案・審査・決定される
○予算により政策体系の中に位置づけられ
る
○歳出予算により補助金の総額（上限）を
明確にできる
立案決定
過程
過
程
○使途の制限なし（適用要件として、事前
に設備投資を行うこと等）
●具体的に定められている（使途の制限あ
り）
要
件
使途
表 補助金（直接支出）と租税支出の比較
○直接・間接の財政支出を通じて民間部門の特定の行動を高める誘導を図る
●既得権化する可能性がある
両者に共
通の効果
●特定の者の税負担を軽減することで公平
性を損なうとともに税制が複雑化し、租
税原則に反する
○直接支出の規模を小さくできる
○税ではないので税制を歪めない
●直接支出の規模が大きくなる
税財政へ
の効果
効
果
●政策体系での位置づけが不明確で事後評
価の対象になりにくい
●歳入決算の一環として監査・決算審査さ
れるが、租税支出は明示されない（財政
支出として認識されない）
○政策体系の中で定めた目的により事後評
価可能
○歳出決算として監査・決算審査される
決算過程
○申告による分権的な意思決定による（手
続きに申請を要するものについては補助
金と同様）
●支出の執行状況を管理できない
●個別審査による集権的な意思決定による
（行政の裁量の余地がある）
○支出の執行状況を管理できる
対象者 ○(予算の範囲内において）要件に適合す
る行動をとった者すべてが対象（赤字企
業、低所得者も対象）
●要件に適合する行動を行ってから申請
し、審査を受けてその支給を受けるまで
のタイムラグが発生する
補助金（直接支出）
（備考）「○」は長所とされる事項、「●」は課題がある事項を表す。
（出所）日高（2010), pp. 59-60、古田（2011), pp. 49-50、平川・成宮（2012), pp. 32-33及び末永（2012),
p. 283をもとに筆者作成。
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公平、中立、簡素の全てを損なっていることである。これらの問題は、租税支出が単なる
減税とのみ認識され、財政支出としてのマネジメントが不十分であることに起因するもの
である。以上のことから、財政マネジメントには、その対象に直接支出だけではなく租税
支出も含むべきものと理解される。すると、次の段階として、予算循環のように租税支出
循環を回す前提としてまず必要なものは何か、直接支出に存在しながら租税支出において
抜け落ちているところは何か、という点が問題となる。
直接支出については、予算書を会計年度ごとに作成し、議会の議決を受けた後に支出す
る。また、決算書を会計年度ごとに作成し、事後評価や議会の議決を経ることとなる。こ
れらの計数の把握をベースとして各事務事業の費用を把握し、それらの効果と照らし合わ
せることにより行政評価が可能となる。一方、租税支出においては、立案決定時に議会の
議決を受けて施行されるが、予算書・決算書が作成されることはない。このため、租税支
出が目的とするところのために、どれだけの費用すなわち租税支出を実施する、あるいは
実施したのかを把握することは難しい。
租税支出の計画、執行、検証全体を租税支出循環としてとらえると、次のような PDS
サイクルによるマネジメントが想定される。まず、租税支出の立案決定過程において、そ
の租税支出によって達成しようとする政策目的の明確化、政策体系への位置づけ、租税支
出対象者・額の明確化、租税原則を損なっても租税支出を採用する理由などの評価軸が明
らかにされる。その執行の結果、決算過程においては、経済性、効率性、有効性などを判
断するための費用情報や対象者属性情報に基づき、事後評価を行うこととなる。これらの
情報が明らかになることにより、直接支出との一体的マネジメントも可能となってくる。
この租税支出循環を回そうとすると、どのような属性の者に対し、どの程度の規模（件
数・額）の租税支出を行う（った）のか、という情報が求められることになる。すなわち、
租税支出を測定し、一覧にまとめる租税支出レポートを作成することがまず必要であり、
最初の課題であるといえる。
 租税支出レポートが備えるべき情報
租税支出について、資源配分の効率化、総額についての規律の維持及び租税原則の実現
を図るために、その計画、執行、検証全体を租税支出循環としてとらえ、PDS サイクル
によってマネジメントしていく場合において、租税支出レポートを用いる場面としては、
立案決定過程及び決算過程が想定される。租税支出の立案決定過程において財政支出目的
に照らした検討がなされているか、決算過程においてその妥当性、有効性などが検証され
ているか、といったことを検討するときに、どのような属性の者に対し、どの程度の規模
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（件数・額）の租税支出を行う（った）のか、などを租税支出レポートにより知ることが
できれば、その検討の前提となる費用情報や対象者属性情報が得られることとなる。
これに資するため、租税支出レポートに備えるべき情報として、①当該租税支出の受益
者と受益額、②当該租税支出と同目的の直接支出とを合わせた総支出、③階級別件数・額
の区分、のBつが考えられる。すなわち、資源配分の効率化を考えるためには、誰にどれ
だけの受益があるのか、という情報が必要である。総額についての規律を維持するために
は、直接支出と租税支出を合わせた総支出に対して財政規律を働かせる必要がある。租税
原則（公平・中立・簡素）、特に垂直的公平の原則の実現を図るためには、受益者の階級
別件数・額の区分が必要である。
租税支出レポートの形式面では、複数の租税支出レポートの比較可能性が重要である。
年度間比較及び団体間比較が容易に行えるよう統一的なレポート形式への配慮が望まれる。
以上、租税支出及び租税支出レポートの意義と課題を考察してきた。次に、国・地方を
通じた我が国の租税支出レポートの現状を確認する。
 我が国の租税支出レポートの現状
⑴ 国税
租税支出の立案決定過程においては、財務省が「租税特別措置による減収額試算」や「税
制改正による増減収見込額」を国会予算委員会に予算審議の参考として提出しており、原
則として租税特別措置法による特例措置について、歳入損失法による減収額のみの試算が
公表されている。また、国税庁が「申告所得税標本調査」、「民間給与実態統計調査」及び
「会社標本調査」のBつを税収見積もり、税制改正等の基礎資料とする目的で公表してお
り、主要な政策税制については参照することができる。
租税支出の決算過程においては、2010（平成22）年に「租税特別措置の適用状況の透明
化等に関する法律」（租特透明化法）が制定され、租税特別措置の適用を受ける法人には
2011（平成23）年度から法人税確定申告書に「適用額明細書」の添付が義務付けられてお
り、これを集計したものが法人税の租特適用実態の調査結果報告書として国会に提出され
る。対象税目は法人税のみ、かつ、租税特別措置法に規定された政策税制措置のみと範囲
は限定されているが、適用件数・適用総額にとどまらず、業種別・資本金階級別・所得階
級別のクロス集計、高額適用額上位10件が公表される。
⑵ 地方税
まず、地方税における租税支出を税制面から整理しておく。地方税における租税支出
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は、①地方税法で全国一律に定められた特例措置、②課税免除・不均一課税、③減免、の
Bつに区分できるが、国の定めによる①と地方独自の②及び③とは分けて考える必要があ
る14。①については、地方自治体が独自に改廃することができないものであるが、既に仕
組みとして存在する課税状況調を租税支出レポートとして活用できるよう整備すれば、年
度間・他団体比較も可能となり、直接支出と租税支出を併せ見ることで財政面、政策面で
の検討をより幅広く行えるようになる。また、「地域決定型地方税制特例措置（わがまち
特例）｣15が拡充される場合には、①についても国任せではなく、地方自治体ごとに異なる
割合を定めることが可能となり、財政マネジメントの幅が広がる。②及び③については、
それぞれの地方自治体が独自に定めるものであり、改廃も含めて地方自治体が独自にマネ
ジメントできるものである。このことを踏まえて地方税の租税支出レポートの現状を概観
していく。
租税支出の立案決定過程においては、総務省が「税制改正による事項別増減収見込額」
により当該年度に改正される政策税制の減収額のみの試算を公表している。また、総務省
における地方税制の企画立案や地方交付税の基準財政収入額の算定を目的とする「道府県
税の課税状況等に関する調」（以下「課税状況調」という。)16などの地方税統計資料が公
表されており、上記①から③までのあらましを把握することができる。
租税支出の決算過程においては、上記①について、国税と同様、2011（平成23）年度以
降の地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書が国会に提出されるこ
ととされた。この報告書は、法人関係地方税については国税の適用実態調査に基づき作成
され、その他の地方税については「課税状況調」などの地方税統計資料から作成される。
この報告書の特徴は、対象税目が地方税全般で、地方税法附則（国税の租税特別措置法に
相当）の政策減税措置だけではなく、地方税法本則（国税の所得税法、法人税法等に相当）
の政策減税措置も含むことである。このため、原則として租税特別措置法に規定された措
置に限る国税よりも対象が広いといえる。しかし、報告書で公表される項目は適用総額の
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14 課税免除及び不均一課税が個々の地方団体の政策目的等のために講じられるものであるのに対し、特
例措置は国の政策目的等のために講じられ、結果的に、国が地方団体の課税権を制限するものである（総
務省地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会（2012), p. 6）。また、本来国の政策目的による間
接支出であるべきものが地方税の減収を通じて行われている場合が存在することが考えられるため、政
策的にも重要な意味を持つ（日高（2010), p. 61）。
15 地方税法に規定する政策税制の課税標準の軽減の程度等について、法律で定める上限・下限の範囲内
において地方自治体が条例で決定できるようにする仕組み。平成24年度税制改正で固定資産税の課税標
準の特例措置C件に初めて導入された。
16 「地方自治法等の規定に基づく地方公共団体の報告に関する総理府令第条第C項による調製様式及
び提出期日について」（昭和28年月日付自甲発第295号）に基づき調製されたものをいう（普通交付
税に関する省令第18条第C項）。
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みである。これは、この報告書作成の基礎となる統計資料において、法人税のような集計
を行うためのデータが十分に収集されていないことによるものと考えられる。
一方、上記②及び③については、全国一律の制度ではなく、個々の地方自治体による制
度である。このため、課税状況調等において詳しい区分で集計されるわけではなく、租税
支出の個々の状況を全国的に見ることはできない。それぞれの地方自治体においても、租
税支出レポートの公表はほとんど行われていないが、一部の地方自治体は租税支出レポー
トの公表に取り組んでいる。名古屋市17は、2007（平成19）年度に市税における減免制度
の廃止・見直しを行い、名古屋市市税減免条例を制定して2009（平成21）年度から施行し
た。この見直し後の市税減免実施状況については、減免総額、税目別内訳の円グラフ及び
主な減免規定とその減免額をAD版ページに収めたものが同市 web サイトで公表され
ている。また、大阪市18は、2012（平成24）年度に市税の減免措置を通じた財政的支援に
ついて支援の目的と減免額（支援額）を再点検し、大阪市市税条例・施行規則の一部を改
正して2013（平成25）年月から施行している。あわせて、市税の軽減措置の見える化と
して、「軽減措置実施に係る予算要求制度」の創設、予算における軽減措置の政策上の位
置づけの明示といった措置を講じている。
Ⅲ 「課税状況調」による租税支出レポートの試み
―自動車環境税制における兵庫県の租税支出を題材として―
国税にあまりなく地方税特有の税制として資産保有課税がある。道府県税としての自動
車税、市町村税としての固定資産税が典型例である。地方自治体の租税支出レポートを
テーマとする本稿では、このうち自動車税を取り上げることとし、課税状況調により階級
段階別の租税支出推計が可能な「グリーン化特例」を租税支出の試算の対象とする。また、
このグリーン化特例とともに自動車環境税制の一部を構成している自動車取得税の「エコ
カー減税」についても租税支出の試算を行う。対象とする地方自治体は、筆者の勤務先で
ある兵庫県とする19。
以下、自動車税グリーン化特例、自動車取得税エコカー減税それぞれについて、課税状
況調から租税支出を試算し、租税支出レポートに資する情報がどの程度得られるかを見て
いく。
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17 前田（2010), pp. 126-146、名古屋市（2012）による。
18 大阪市（2013）による。
19 兵庫県税の課税状況調については、兵庫県税務課より提供を受けた。
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 自動車税のグリーン化特例
⑴ 自動車税のグリーン化特例の概要20
自動車税は、自動車に対し、その所有の事実に担税力を見出してその所有者に課するも
のであるが、固定資産税に代わる財産税的な性格のほか、道路損傷負担金的な性格を持つ。
また、一部の自家用車については奢侈税的な面も併せ持っている。
自動車税の税率は、自動車の種別や排気量等ごとに設定されているが、同一の自動車に
あっても、営業用自動車の税率は自家用自動車の税率よりも低く設定されている。
2001（平成13）年に自動車税のグリーン化特例が創設され、税収中立を前提として、排
出ガス及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車は税率を概ね13％〜50％軽課し、新
車新規登録からディーゼル車は11年、ガソリン車は13年を経過した環境負荷の大きい自動
車は税率を概ね10％重課する特例措置が講じられた。その後、概ねC年ごとに自動車の環
境性能向上に伴う軽課対象車の見直しが行われている。
⑵ 全体的な適用状況
兵庫県及び全国における自動車税のグリーン化特例の全体的な適用状況については表C
のとおりである。この表から何が読み取れるであろうか。
まず、兵庫県の軽課台数を見てみる。2003（平成15）年度から2011（同23）年度までの
平均でみると、対象台数は92千台、課税台数に占める比率は5.1％となっている。また、
2004（平成16）年度をピークにとして、軽課の適用される台数が減少していったが、2010
（平成22）年度から再び増加傾向にあることが読み取れる。この間、課税台数は一貫して
緩やかな減少傾向にあることから、軽課基準である排出ガス基準の見直しによって適用台
数が増減していると考えて差し支えないであろう。軽課額の変動についても、軽課台数と
同様の傾向を読み取ることができる。そして、台当たり軽課額をみると、2004（平成16）
年度以降ほぼ同等の水準であるが、2010（平成22）年度以降は上昇傾向にあるものと読み
取れる。台当たり調定額はほぼ横ばいであることから、台当たりの税額が大きな軽課
対象車が増加しているのではないか、ということが想定されるが、この表からはそれを確
かめることはできない。
兵庫県の重課台数に目を移してみる。2003（平成15）年度から2011（同23）年度までの
平均でみると、対象台数は171千台、課税台数に占める比率は9.6％となっている。こちら
は軽課と異なり一貫して台数が増加しており、2003（平成15）年度には課税対象車の7.0％
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20 総務省自動車関係税制に関する研究会（2010）による。
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が重課対象であったが、2011（平成23）年度には12.3％が重課対象となっている。そして、
重課額の変動についても、重課台数と同様の傾向を読み取ることができる。一方、台当
たり重課額に大きな変動はない。重課基準は、軽課基準と異なり、新車新規登録からの年
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〔全国〕 （単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
32.5%H15
1台当たり
重課額
(f)/(e)
軽課額
比率
(d)/(b)
年度 1台当たり
調定額
(b)/(a)
1.9%H18
H16
重課台
数比率
(e)/(a)
36
2,210
1,780
2,190
2,240
軽課
台数
(c)
軽課
賦課期日現在
調定額
(b)
31.2%H17
3
3
3.7%
48,090
48,405
48,958
課税台数
(a)
課税
1,750,971 37
1,774,475 37
1,741,656 36
1,778,787
11.2%
10.5%
9.6%
8.1%
重課
台数
(e)
重課
4.6% 33,500
3.7% 22,100
4.5% 65,000
4.6% 45,200
軽課台
数比率
(c)/(a)
軽課額
(d)
47,617
0.8%
11,800 0.7%
重課額
(f)
重課額
比率
(f)/(b)
15 5,330
12 5,040
30 4,630
20 3,990
1台当たり
軽課額
(d)/(c)
-0.9%
-5,700 -0.3%
-50,500 -2.9%
-33,400 -1.9%
重課額-
軽課額
(f)-(d)=(g)
重軽課差
額比率
(g)/(b)
重軽課差額
17,800 1.0%
16,400 0.9%
14,500
1,10031.1%19,00012.0%5,650131.0%17,9002.9%1,370371,744,49146,978H19
-15,700
-2,10031.2%20,30012.9%5,960141.3%22,4003.4%1,580371,710,69646,206H20
0.1%
6,10031.3%21,70014.2%6,410140.9%15,6002.5%1,140371,676,46145,158H21
-0.1%
-5,65141.7%27,96414.9%6,641162.1%33,6154.8%2,143371,632,37344,572H22
0.4%
-0.3%
-13,23131.1%18,68311.7%5,456171.8%31,9143.9%1,832371,726,23946,998平均 -0.8%
（出所）平成15年度ないし同21年度の重軽課台数（単位：万台）・額（単位：億円）については自動車関係
税制に関する研究会（2010年総務省）第C回資料から、その他は各年度「道府県税の課税状況
等に関する調」第51表（総務省）から筆者作成。本稿執筆時点において、平成23年度「道府県税
の課税状況等に関する調」は公表されていない。
（備考）平成21年度重軽課額について筆者が同年度「道府県税の課税状況等に関する調」第51表から試算
した額は、軽課15,348百万円、重課21,989百万円であり、総務省（2010）の軽課15,600百万円、
重課21,700百万円とは％余り乖離が生じている。筆者の試算は、「道府県税の課税状況等に関す
る調」第51表に従い、賦課期日現在重軽課台数に台当たり重軽課額を乗じて試算しているため、
賦課期日後の異動を反映できない。ただし、総務省（2010）は試算方法を明らかにしておらず、
乖離の原因は明確ではない。
〔兵庫県〕 （単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表 自動車税グリーン化特例の適用状況（兵庫県・全国）
32.3%H15
1台当たり
重課額
(f)/(e)
軽課額
比率
(d)/(b)
年度 1台当たり
調定額
(b)/(a)
2.0%H18
H16
重課台
数比率
(e)/(a)
37
89
73
185
158
軽課
台数
(c)
軽課
賦課期日現在
調定額
(b)
41.3%H17
3
4
4.0%
1,816
1,891
1,902
課税台数
(a)
課税
67,793 37
68,573 38
69,728 37
71,104
8.7%
8.3%
8.1%
7.0%
重課
台数
(e)
重課
4.9% 1,361
4.0% 920
9.8% 2,765
8.3% 1,605
軽課台
数比率
(c)/(a)
軽課額
(d)
1,812
0.7%
435 0.6%
重課額
(f)
重課額
比率
(f)/(b)
15 157
13 151
15 154
10 134
1台当たり
軽課額
(d)/(c)
-1.2%
-391 -0.6%
-2,243 -3.2%
-1,170 -1.6%
重課額-
軽課額
(f)-(d)=(g)
重軽課差
額比率
(g)/(b)
重軽課差額
565 0.8%
529 0.8%
522
-12540.9%6019.3%166131.1%7263.1%563867,7041,790H19
-796
-24841.0%64410.1%178141.3%8923.6%643866,6151,765H20
-0.2%
6641.1%69711.0%190141.0%6312.7%463865,6761,732H21
-0.4%
-66141.2%74111.7%200162.2%1,4025.2%903764,2371,716H22
0.1%
-52441.2%77812.3%209182.0%1,3024.2%713763,6351,699H23
-1.0%
-67740.9%6129.6%171141.9%1,2895.1%923767,2291,791平均
-0.8%
-1.0%
（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第51表（兵庫県）から筆者作成。
（備考）自動車税グリーン化特例適用初年度である平成14年度「道府県税の課税状況等に関する調」は、
重軽課の内訳（50％、25％、13％軽課など）の表示がないなど平成15年度以降と様式が異なって
いることから、試算の対象には含めなかった。以下の表についても同じ。
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数をその基準としていることから、重課対象車の属性の変動は軽課対象車よりも小さいこ
とが読み取れる。
上で見た重課と軽課の差はどのようになっているであろうか。2003（平成15）年度から
2011（同23）年度までの平均でみると、重軽課差額は677百万円、これが賦課期日現在調
定額に占める比率は1.0％となっている。このことは、グリーン化特例は、年間677百万円、
自動車税収％分の減収を兵庫県の財政にもたらしていることを意味する。
次に、兵庫県の状況を全国と比較してみるとどのようなことが読み取れるであろうか。
兵庫県と全国を比較して目を引くのが、台当たり軽課額の違いである。2003（平成15）
年度及び2004（同16）年度において、兵庫県の台当たり軽課額は10ないし15千円である
のに対し、全国の台当たり軽課額は20ないし30千円とC倍となっている。2003（平成15）
年度及び2004（同16）年度は対象台数・軽課額ともに大きいが、これは、グリーン化特例
創設時は新車新規登録の翌年度からC年間軽課が適用されることとされていたこと、そし
て、特例創設時の想定以上に軽課対象車が普及したことによるものであり、2003（平成15）
年度新規登録車以降は適用要件が厳格化の方向で見直されている21。しかし、当時の兵庫
県においては、全国の傾向と比べ、税額の高い軽課対象自動車がそれほど普及しなかった
ことが見て取れる。
表Cでは、全体的な課税台数・調定額及び重軽課台数・額・比率の状況を概観した。こ
こからは、兵庫県のグリーン化特例の詳細を見ていきたい。
⑶ 用途別（営業用・自家用）適用状況
表Bは、表Cを用途別（営業用・自家用）で分けたものである。この表からは何が読み
取れるであろうか。2003（平成15）年度から2011（同23）年度までの平均値で確認する。
まず、表Cで見た課税台数・調定額との比率を営業用自動車が全課税台数・調定額に占
める比率は台数で3.6％、調定額で2.7％であり、自家用自動車が全課税台数・調定額に占
める比率は台数で96.4％、調定額で97.3％となっている。同様にして軽課台数・額の比率
を見てみると、営業用自動車が全課税台数・調定額に占める比率はほとんどO％であり、
軽課の対象はほぼ自家用自動車で占められているといえる。一方、重課台数・額の比率を
見てみると、営業用自動車が全課税台数・調定額に占める比率は台数で3.7％、調定額で
2.1％、自家用自動車が全課税台数・調定額に占める比率は台数で96.3％、調定額で97.9％
となっており、営業用自動車は課税台数・調定額において占める割合よりも多くが重課の
対象となっていたが、その比率は年々低下していること、そして、この比率低下の原因は
地方自治体の租税支出レポート
【T：】Edianserver/関西学院/経営戦略研究/第号/
大野 桂  校
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21 総務省自動車関係税制に関する研究会（2010), p. 17.
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重課対象自家用自動車の増加にあることが分かる。
以上のことから、営業用自動車においては軽課対象となるような環境性能の高い車の普
及は進んでいないこと、重課対象となる新車新規登録から11ないし13年を超えている車の
数はほぼ一定していることが分かる。また、自家用自動車においては新車新規登録から11
ないし13年を超えている車が増加してきていること、すなわち高経年車の増加はもっぱら
乗用車で生じているということがいえる。
⑷ 自動車種類別（乗用車・トラック）適用状況
表Dは、表Cを自動車種類別（乗用車・トラック）で分けたものである。この表からは
何が読み取れるであろうか。これも2003（平成15）年度から2011（同23）年度までの平均
値で確認していく。
まず、表Cで見た課税台数・調定額との比率について、乗用車が全課税台数・調定額に
占める比率は台数で86.0％、調定額で92.6％であり、トラックが全課税台数・調定額に占
める比率は台数で11.8％、調定額で5.9％となっている。同様にして軽課台数・額の比率
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（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表 自動車税グリーン化特例の適用状況（兵庫県：用途別）
1499.9%89199.9%643897.2%64,74996.2%1,699H20
498.1%59096.6%
20.1%
営
業
用
1台当たり
重課額
(f)/(e)
全軽課額
比率
(d)/表2(d)
1,818
1,772
1,751
用
途
全調定額
比率
(b)/表2(b)
1,719
賦課期日
現在調定額
(b)
0.0%
99.9%63199.8%463897.2%63,81396.2%1,667H21
498.1%63296.5%171
全重課台
数比率
(e)/表2(e)
1,847
2.4%
0
0
0
0
軽課
台数
(c)
軽課
全課税台
数比率
(a)/表2(a)
20.0%
2
2
0.0%
1,402100.0%903897.2%62,41496.3%1,652H22
498.4%68697.0%18414
65
64
63
課税台数
(a)
課税
3.6% 2.7%
3.6% 2.6%
3.4% 2.5%
3.3%
3.7%
4.3%
4.8%
5.2%
99.9%703897.1%61,80896.3%1,636H23
498.5%73097.2%19416100.0%
重課
台数
(e)
1,823
重課
0.1% 0
0.1% 0
0.1% 1
0.1% 1
全軽課台
数比率
(c)/表2(c)
軽課額
(d)
1,862
1,865
66
923897.3%65,42096.4%1,727平均
498.5%76697.1%20318100.0%1,302
2.7%
13 3.1%
重課額
(f)
全重課額
比率
(f)/表2(f)
1,809
1,828
5 6
5 6
5 7
5 7
1台当たり
軽課額
(d)/(c)
497.9%60196.3%16514100.0%1,28999.9%
平均
H23
H22
H21
H20
H19
H18
H17
H16
H15
年度
11 2.0%
12 2.3%
14
27
21.9%113.4%660.1%00.1%02.7%3.7%66
1台当たり
調定額
(b)/(a)
27
21.9%123.5%650.1%00.1%02.8%3.8%66
27
28
21.6%113.0%660.1%10.2%02.8%3.8%65
28
28
21.5%112.8%650.0%00.0%02.8%3.7%64
28
29 21.5%122.9%650.0%00.1%02.9%3.7%64
28
自
家
用
22.1%123.7%650.0%00.1%02.7%3.6%65 28
396.9%42294.8%1271099.9%1,60499.9%1583897.6%69,38596.7%1,839H15
97.3%50895.2%14715100.0%2,76499.9%1853797.5%67,97796.6%1,827H16
51795.7%14413100.0%92099.9%733897.4%66,80196.4%1,751H17
3
96.3%15115100.0%1,36199.9%893897.3%65,97496.4%1,747H18
497.7%
1601399.9%72699.9%563897.3%65,85896.3%1,724H19
498.0%554
（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第51表（兵庫県）から筆者作成。
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を見てみると、乗用車が全課税台数・調定額に占める比率は台数で97.5％、調定額で
99.0％、トラックが全課税台数・調定額に占める比率は台数で2.5％、調定額で1.0％と
なっており、軽課の対象はほぼ乗用車で占められているといえる。一方、重課台数・額の
比率を見てみると、乗用車が全課税台数・調定額に占める比率は台数で71.2％、調定額で
85.3％、トラックが全課税台数・調定額に占める比率は台数で24.3％、調定額で10.6％と
なっており、トラックは課税台数・調定額において占める割合の約C倍が重課の対象と
なっていること、その比率は年々低下していること、そして、この比率低下の原因は重課
対象乗用車の増加にあることが分かる。
以上のことから、トラックにおいては軽課対象となるような環境性能の高い車が普及し
ていない（あるいは環境性能の高い車の開発が進んでいない）こと、乗用車においては新
車新規登録から11ないし13年を超えている車が増加してきていること、すなわち、表Bと
表Dを合わせれば、高経年車の増加はもっぱら自家用乗用車で生じているということがい
える。
地方自治体の租税支出レポート
【T：】Edianserver/関西学院/経営戦略研究/第号/
大野 桂  校
155
（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表 自動車税グリーン化特例の適用状況（兵庫県：自動車種類別）
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（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第51表（兵庫県）から筆者作成。
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（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表 自動車税グリーン化特例の適用状況（兵庫県：排気量別（乗用車））
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（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第51表（兵庫県）から筆者作成。
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⑸ 排気量別（乗用車）適用状況
表Dにおいて、自動車を種類別で見ると乗用車が大半を占めていること、特に軽課の対
象はほぼ乗用車で占められていることを見た。そこで、この乗用車を階級別、すなわち排
気量別に区分したのが表Eである。この表からは何が読み取れるであろうか。これも2003
（平成15）年度から2011（同23）年度までの平均値で確認していく。
まず、表Cの課税台数・調定額との比率は、1500 cc以下では台数で26.9％、調定額で
23.6％、1500 cc超2000 cc以下では台数で32.6％、調定額で33.7％、2000 cc超2500 cc以
下では台数で15.1％、調定額で17.9％、2500 cc超では台数で11.4％、調定額で17.4％と
なっている。そして、全体的に排気量の小さい乗用車が増加し、排気量の大きい乗用車が
減少する傾向がみられる。
同様にして軽課台数・額の比率を見てみると、1500 cc以下では台数で51.1％、調定額
で49.2％、1500 cc超2000 cc以下では台数で29.4％、調定額で29.8％、2000 cc超2500 cc
以下では台数で13.7％、調定額で15.2％、2500 cc超では台数で3.2％、調定額で1.8％と
なっており、2000 cc以下の乗用車が全軽課台数・額のJ割を占めている。また、2010（平
成22）年度以降、1500 cc超2000 cc以下で軽課適用台数・軽課額・台当たり軽課額とも
に増加がみられるが、これは、この排気量で販売される新車に50％軽課対象車が増えたこ
となどによるものと推測される。
一方、重課台数・額の比率を見てみると、1500 cc 以下では台数で12.7％、調定額で
11.8％、1500 cc超2000 cc以下では台数で31.9％、調定額で34.9％、2000 cc超2500 cc以
下では台数で11.9％、調定額で14.9％、2500 cc超では台数で14.8％、調定額で23.6％と
なっており、軽課対象よりも大きな排気量の高経年車が重課の対象となっていること、特
に排気量の大きな重課対象乗用車が増加していることが読み取れる。つまり、全体とし
て、排気量の大きな高経年車への重課を原資として排気量の小さな新車への軽課を行って
いることが見て取れる。
⑹ 小括
以上、自動車税のグリーン化特例における租税支出について、課税状況調を用いた試
算・分析を行った。ここで得られたことをまとめておくと、次のとおりである。
まず、2003（平成15）年度から2011（同23）年度の全体的な適用状況（表C）について
は次のことがいえる。第一に、軽課について、台数・額ともに2004（平成16）年度をピー
クとして減少しているが、2010（平成22）年度から台当たり軽課額も含めて増加傾向に
あり、台当たりの税額が大きな軽課対象車が増加している可能性があること、第二に、
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重課について、台数・額ともに一貫して増加傾向にあること、第三に、グリーン化特例適
用初期の頃の兵庫県では、全国での普及度合い比べると税額が高い軽課対象自動車の普及
が低調であったこと、第四に、グリーン化特例は、平均して年間677百万円、自動車税収
％分の減収を兵庫県の財政にもたらしていることである。
また、より詳細に用途別（営業用・自家用）（表B）及び自動車種類別（乗用車・トラッ
ク）（表D）をあわせて見ると、第一に、軽課の対象はほぼ自家用乗用車に限られること、
第二に、重課対象となる高経年車の増加はもっぱら自家用乗用車で生じていることがいえ
る。また、第三に、表Bから営業用自動車においては軽課対象となるような環境性能の高
い車の普及は進んでいないこと、第四に、表Dからトラックにおいては軽課対象となるよ
うな環境性能の高い車が普及していない（あるいは環境性能の高い車の開発が進んでいな
い）ことがいえる。
さらに、軽課対象のほとんどを占める乗用車の階級別、すなわち排気量別に区分した排
気量別（乗用車）（表E）から次のことがいえる。第一に、自動車全体について、排気量
の小さい乗用車が増加し、排気量の大きい乗用車が減少する傾向が見られること、第二に、
軽課について、2000 cc以下の乗用車が全軽課台数・額のJ割を占め、2010（平成22）年
度以降、1500 cc超2000 cc以下の新車販売で50％軽課対象車が増加していること、第三に、
重課について、排気量の大きな重課対象乗用車が増加していること、第四に、全体として
みれば、排気量の大きな高経年車への重課を原資として排気量の小さな新車への軽課を
行っていると見て取れることである。
 自動車取得税のエコカー減税
⑴ 自動車取得税のエコカー減税の概要22
自動車取得税は、自動車（大型特殊自動車、小型特殊自動車、二輪の小型自動車及び二
輪の軽自動車を除く。）の取得に対し、その取得の事実に担税力を見出してその取得者に
対して課する流通税である。著しい自動車の増加と道路整備の必要性との関連、自動車に
よる道路使用と道路整備の密接な受益関係に着目し、自動車の取得者に取得の際の担税力
に応じて負担を求めるため、1968（昭和43）年に地方道路財源として創設された。1974（昭
和49）年には、地方道路財源の充実を図るため、資源節約、消費抑制といった社会的要素
も踏まえ、軽自動車以外の自家用自動車の税率がB％からE％に引き上げられた（暫定税
率として10年ごとに延長）。
2009（平成21）年には、道路特定財源の一般財源化等方針に従い、目的税から普通税に
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22 総務省自動車関係税制に関する研究会（2010）による。
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改めて使途制限を廃止するとともに、自動車の買換え・購入需要を促進して低炭素社会の
実現を目指すため、環境性能の優れた新車の取得についてB年間の時限的軽減措置（通称
「エコカー減税」）を講ずることとされた。翌2010（平成22）年には、10年間の暫定税率は
廃止するものの、当分の間、従来の税率水準を維持することとされた。
なお、自由民主党及び公明党は、2015（平成27）年10月に予定されている消費税（地方
消費税を含む。）10％の時点で自動車取得税を廃止する方針を示している23。
今から検討を加える課税状況調における軽減額は、エコカー減税の適用がないものとし
た場合に適用される税率からの軽減額とされているため、自家用自動車については当分の
間の税率であるE％からの軽減額が集計されていることになる24。これは、自家用自動車
について、当分の間税率E％を租税支出の基準となる税率と設定していることを意味す
る。ここでは、課税状況調から租税支出を試算し、租税支出レポートに資するような情報
がどの程度得られるかを見ていくという立場から、基準となるべき税率の議論に立ち入ら
ず、課税状況調の設定をそのまま受け入れて検討を進める。
⑵ 全体的な適用状況
兵庫県における自動車取得税のエコカー減税の全体的な適用状況については表Aのとお
りである。この表から何が読み取れるであろうか。
2009（平成21）年度から2011（同23）年度までの間、エコカー減税適用前の台数・税額
ともほぼ横ばい傾向であるが、エコカー減税による軽減台数は61.7％から78.2％へ、軽減
額は43.4％から58.6％へ年々増大している。中でも営業用自動車の軽減台数・額が2011
（平成23）年度に跳ね上がっているのがいっそう軽減額を押し上げている。この軽減額の
増大を受け、エコカー減税適用後の税額は適用前税額の56.6％から41.4％へと減少してい
る。このBか年度を平均すると、エコカー減税は、年間8,370百万円、自動車取得税収
50.9％分の減収を兵庫県財政にもたらしており、同税の財源調達機能は大きく損なわれて
いる。
表Aでは、全体的な課税台数・調定額及び重軽課台数・額・比率の状況を概観した。こ
こからは、より詳細を見ていきたい。
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23 自由民主党・公明党（2013), p. 6.
24 地方税法附則第12条のCのB第C項及び第B項において、「第119条（筆者注：税率をB％と規定）及
び前項（筆者注：自家用自動車の税率を当分の間E％と規定）の規定にかかわらず、当該取得について
この項（筆者注：エコカー減税）の規定の適用がないものとした場合に適用されるべき同条又は前項に
定める率」から軽減するとされている。
経営戦略研究第7号.mcd  Page 160 13/07/11 14:00
⑶ 自動車種類別（乗用車・トラック）適用状況
表は、表Aを自動車種類別（乗用車・トラック）で分けたものである。この表からは
何が読み取れるであろうか。2009（平成21）年度から2011（同23）年度までの平均値で確
認していく。
まず、エコカー減税適用前の課税台数・調定額と全体の台数・額（表A）との比率は、
自動車・乗用車では台数で62.3％、調定額で78.9％、自動車・トラックでは台数で4.7％、
調定額で7.1％、軽自動車・四輪乗用車では台数で24.4％、調定額で9.0％、軽自動車・四
輪トラックでは台数で7.6％、調定額で2.3％となっており、B年間で大きな比率の変動は
見られない。これらのうち、エコカー減税の軽減対象となった台数・額を見ると、自動車・
乗用車では台数で78.7％、調定額で54.8％、自動車・トラックでは台数で46.7％、調定額
で34.9％、軽自動車・四輪乗用車では台数で77.2％、調定額で47.4％、軽自動車・四輪ト
ラックでは台数で4.9％、調定額で2.9％となっており、かつ、全種類においてこのB年間
で軽減対象・額ともに大きく増加している。これを台当たり軽減額でみると、自動車・
乗用車では73千円、自動車・トラックでは93千円、軽自動車・四輪乗用車では19千円、軽
自動車・四輪トラックでは14千円となっており、特に自動車においてエコカー取得のイン
センティブが用意されているといえる。そして、エコカー減税適用後の税額は、適用前の
税額と比較して自動車・乗用車では45.2％、自動車・トラックでは65.1％、軽自動車・四
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（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表 自動車取得税エコカー減税の適用状況（兵庫県：用途・年度別）
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（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第96表（兵庫県）から筆者作成。
第96表は附表扱いで全国の状況が公表されていないため、表Cと異なり兵庫県と全国の状況の比
較は行っていない。
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輪乗用車では52.6％、軽自動車・四輪トラックでは97.1％となっており、特に自動車・乗
用車では得べかりし税収の過半が失われている。
⑷ エコカー減税適用新車の種類別内訳（動力・省エネ基準別）
表Jは、表のさらに内訳として、エコカー減税が適用される自動車（新車）を動力種
類・環境性能別（ガソリン自動車（第種省エネ車・第C種省エネ車）・ディーゼル自動車・
次世代自動車（電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド自動車等））で分けたもので
ある。この表からは、何が読み取れるであろうか。これも2009（平成21）年度から2011（同
23）年度までの平均値を中心に見ていく。
そもそも、動力種類別でガソリン自動車と次世代自動車、自動車種類別で乗用車に適用
が偏っており、ディーゼル自動車やトラックでの適用は少数である。そこで、もっぱら軽
減対象となっている自動車・乗用車のエコカー減税適用前の全体の台数・税額に占める割
合の2009（平成21）年度から2011（同23）年度までの平均値に注目すると、第種省エネ
車が台数で40.7％、軽減額で26.7％、第C種省エネ車が台数で17.2％、軽減額で8.3％、
非課税次世代自動車が台数で16.8％、軽減額で19.2％となっており、自動車・乗用車のう
ち台数で約D分のBがこれらBつのいずれかの適用対象で、エコカー減税適用前の税額の
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（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表 自動車取得税エコカー減税の適用状況（兵庫県：自動車種類別）
6248.3%
自
動
車
1台当たり
税額
(f)/(e)
軽減額
比率
(d)/(b)
9H21
12,548
種
類
全税額
比率
(b)/表6(b)
13,636
適用前
税額
(b)
適用後
台数比率
(e)/(a)
230
79.8%
27.3%3
97
95
軽減
台数
(c)
エコカー減税
全適用前
台数比率
(a)/表6(a)
1206.5%1,105
55
4.4%
55.3%
68382.7%39319.1%1,43524.1%47H22
95
121
132
適用前
台数
(a)
エコカー減税適用前
79.2%87599.3%9
62.1% 79.1%
63.4%
9120.8%
84.2%
85.9%
87.3%42319.1%1,49725.1%49H23
1652.4%75299.8%471847.6%
適用後
台数
(e)
4
エコカー減税適用後
1146.8%1,0754.8%
80.3% 6,945
71.6% 6,588
軽減台数
比率
(c)/(a)
軽減額
(d)
9H22
37319.0%1,47824.4%49平均
1341.4%61999.8%492158.6%878
44.7%
7,047 51.7%
適用後
税額
(f)
適用後
税額比率
(f)/(b)
12,995
12,801
7828.1%30241.3%
72 102
69 114
1台当たり
軽減額
(d)/(c)
1652.6%77899.8%491947.4%70077.2%
平均
H23
1,3234.9%9H23
83
H22
H21
年度
71.9%77399.5%9
5,603
103
平均
6344.3%58699.6%911055.7%73871.5%71418.0%
1台当たり
税額
(b)/(a)
8065.1%74599.4%99334.9%42346.7%51257.1%1,1684.7%9
104
99.3%364100.0%15120.7%21.4%0242.1%3667.2%15H21
373100.0%16122.9%115.9%1252.4%3848.0%16H22
24
108 5339.2%5,02079.4%947860.8%7,78184.3%10077.7%61.3%119
2497.1%
軽
自
動
車
5745.2%5,89083.2%1037354.8%7,10578.7%9778.9%62.3%124 105
1964.1%96399.9%501735.9%53961.6%31308.8%1,50324.0%50H21
35799.5%15175.1%197.4%1252.3%3767.7%15H23
15142.9%114.9%1252.3%3757.6%15平均
2494.9%
四
輪
乗
用
車
ト
ラ
ッ
ク
乗
用
車
2497.1%36599.8%
四
輪
ト
ラ
ッ
ク
（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第96表（兵庫県）から筆者作成。
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過半の額の軽減がなされていることが分かる。次に、台当たり軽減額を見ると、第種
省エネ車（75％軽減）が69千円、第C種省エネ車（50％軽減）が52千円、非課税次世代自
動車（100％軽減）が120千円となっており、軽減される割合の違いを考慮しても、非課税
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（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
表	 自動車取得税エコカー減税の適用状況（兵庫県：エコカー減税適用新車の種類別内訳）
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（出所）各年度「道府県税の課税状況等に関する調」第96表（兵庫県）から筆者作成。
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次世代自動車により多くの軽減がなされていることが分かる。
次に、年度ごとの軽減台数の変化に着目すると、2009（平成21）年度に第種省エネ車
44千台、第C種省エネ車29千台、非課税次世代自動車19千台であったものが、2010（平成
22）年度には第種省エネ車53千台、第C種省エネ車20千台、非課税次世代自動車19千台
と、第C種省エネ車から第種省エネ車へと軽減対象車の移行が進んでいることが見て取
れる。また、2011（平成23）年度には、第種省エネ車54千台、第C種省エネ車16千台、
非課税次世代自動車25千台となっており、第種・第C種省エネ車から非課税次世代自動
車へと軽減対象車の移行が進んでいることが見て取れる。このことから、このB年間にお
いて、自動車購入の対象が環境性能のより高い自動車へと移行してきているということが
いえる。
⑸ 自動車取得税の取得価額段階別
自動車税グリーン化特例については、表Eでみたように、乗用車排気量別により階級別
の状況を見ることが可能であった。一方、自動車取得税エコカー減税については、表Jの
ような種類別については細かく分類したものを見ることができるが、階級別の状況を見る
ことができない。では、階級別の状況について課税状況調からは何も得られないのかとい
うと、大まかに傾向を把握する程度の情報は得ることができる。自動車取得税について
は、自動車取得税の軽減状況（エコカー減税）に関する調の別の表において、自動車取得
税全体の取得価額段階別に関する調が取りまとめられている。この表には、新車および中
古車の取得価額段階別に、台数、取得価額および税額が表示されている（ただし、非課税
自動車は除かれ、免税点以下の自動車は台数のみ表示されている）。この取得価額に税率
（営業用B％、自家用E％）を乗じて得た額と税額との差額は、非課税（エコカー減税に
よる非課税とそれ以外の規定による非課税）、課税免除、減免及び免税点以下のものとほ
ぼ同額と考えられる25。すでに見たように、エコカー減税は本来の税収を半減させるほど
の規模のものであることから、上記差額の大半がエコカー減税による減収額であるとし
て、エコカー減税のうち、非課税自動車を除く階級別減収額の大まかな傾向を把握する程
度には使うことができる。表Pは、新車についてこれを試みたものである。
まず、この表の中身を見ていく前に、次のような限界を認識しておく必要がある。
この表では152千台の取得価額が対象となっているが、2011（平成23）年度エコカー減
税適用前台数は194千台であり（表A）、その差である42千台の取得価額はこの表から知る
ことができない。42千台の内訳は、前述のとおり非課税、課税免除、減免、免税点以下の
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ものであるが、この約A割の25千台は非課税次世代自動車（乗用車）である（表J）。非
課税次世代自動車のほとんどはハイブリッド自動車で占められるが、ハイブリッド自動車
は一般に普及価格帯のガソリン自動車より高額であることから、この表の高価額帯は全体
として実態よりも過少となっていると推測される。一方、この表は、自動車全体の取得価
額段階別というよりは、実質的にはガソリン・ディーゼル自動車の取得価額段階別である
ともいえる。
また、表の中身を見ていくに当たっては、低価額帯（150万円以下のもの）、中価額帯
（150万円を超え250万円以下のもの）、高価額帯（300万円を超えるもの）のBつの区分で
傾向を見ることとする。
まず、台数で低価額帯58.8％、中価額帯24.8％、高価額帯16.4％、取得価額で低価額帯
35.4％、中価額帯27.0％、高価額帯37.6％と、低価額帯は台数では全体の約A割を占める
が取得価額では全体の約35％であり、高価額帯は台数では全体の約A分のであるが取得
価額では全体のB分のを超えるなど、取得価額段階別としての特徴が確かに出たものと
なっている。先に見た表Jでは取得価額別のエコカー減税による軽減台数・額は示されな
いが、この表Pの取得価額帯別減収額を見ると、低価額帯の46.4％及び中価額帯の32.4％
は取得価額の比率より高く、逆に高価額帯の21.2％は取得価額の比率よりは低いことか
ら、エコカー減税による減収は、低中価額帯でのエコカー減税の適用によるところが大き
いものと推測される。これは、取得価額に単純に税率を乗じて得た額を本来得べかりし税
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（単位：千台、百万円（ただし、台当たりの額は千円））
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表
 自動車取得税取得価額段階別状況（兵庫県：平成23年度課税対象新車）
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（出所）平成23年度「道府県税の課税状況等に関する調」第58表（兵庫県）から筆者作成。
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額とした場合のこの額との比率を「減収率」として見たときに、低価額帯67.3％、中価額
帯61.6％、高価額帯31.9％と、全体平均53.2％と比べて低中価額帯の減収率が大きく、高
価額帯の減収率が小さいことからもうかがえる。また、この減収額を台数で除して台平
均減収額を求めると、低価額帯36千円、中価額帯60千円、高価額帯59千円と中価額帯と高
価額帯がほぼ同程度の水準となっていることから、高価額帯でエコカー減税が適用された
自動車の台当たり軽減額は、59千円よりもかなり大きなものであることも推測される。
しかし、それらの高価額帯のエコカー減税対象自動車について、どれだけの台数がどれだ
けの軽減を受けたかを読み取ることはできない。
⑹ 小括
以上、自動車取得税のエコカー減税における租税支出について、課税状況調を用いた試
算・分析を行った。ここで得られたことをまとめておくと、次のとおりである。
まず、2009（平成21）年度から2011（同23）年度までの全体的な適用状況（表A）につ
いては次のことがいえる。第一に、エコカー減税適用前の台数・税額ともにほぼ横ばい傾
向であるのに対し、エコカー減税による軽減台数・額ともに年々増大していること、第二
に、営業用自動車の軽減台数・額が2011（平成23）年度に跳ね上がっていること、第三に、
エコカー減税は、平均して年間8,370百万円、自動車取得税収約51％分の減収を兵庫県財
政にもたらし、財源調達機能が大きく損なわれていることである。
また、より詳細に自動車種類別（乗用車・トラック）（表）を見ると、第一に、エコカー
減税適用前の台数・額ともにB年間で大きな比率の変動は見られないのに対し、エコカー
減税による軽減台数・額は全種類においてB年間で大きく増加していること、第二に、
台当たり軽減額で見ると、軽自動車よりも自動車においてエコカー取得のインセンティブ
が用意されていること、第三に、特に自動車・乗用車では得べかりし税収の過半が失われ
ていることがいえる。
さらに、表の内訳として、動力・省エネ基準別（表J）を見ると、第一に、動力種類
別でガソリン自動車と次世代自動車、自動車種類別で乗用車に適用が偏っていること、第
二に、自動車・乗用車のうちD分のBの台数が第種・第C種省エネ車又は非課税次世代
自動車の適用を受け、エコカー減税適用前税額の過半の軽減がなされていること、第三に、
非課税次世代自動車により多くの軽減がなされていること、第四に、B年間で自動車購入
の対象が環境性能のより高い自動車へと移行してきていることがいえる。
このエコカー減税については、階級別の状況を見ることができないが、自動車取得税全
体の取得価額段階別に関する調を活用して非課税自動車を除く階級別減収額の大まかな傾
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向を把握することを試みると（表P）、次のことがいえる。第一に、非課税次世代自動車
が除かれているために高価額帯が実態よりも過少となると推測され、実質的にはガソリ
ン・ディーゼル自動車の取得価額段階別であること、第二に、エコカー減税による減収は、
低中価額帯での適用によるところが大きいと推測されること、第三に、高価額帯でエコ
カー減税が適用された自動車の台当たり軽減額はかなり大きなものであることが推測さ
れるが、どれだけの台数がどれだけ軽減されたかを読み取ることはできないことである。
 低公害車普及促進のための直接支出と合わせた財政総支出
第C章において、直接支出と租税支出を合わせた総支出に対して財政規律を働かせるた
め、当該租税支出と同様の直接支出とを合わせた総支出を租税支出レポートに備えておく
べき情報のつとして取り上げた。そこで、自動車税のグリーン化特例及び自動車取得税
のエコカー減税と同じ目的、すなわち、環境性能の優れた自動車の買換え・購入需要を促
進する目的を持つ兵庫県の補助事業を概観すると表10のとおりである。
自動車税のグリーン化特例では、軽課の対象がほぼ自家用乗用車に限られていること、
営業用自動車においては軽課対象となるような環境性能の高い車の普及は進んでいないこ
とを指摘した。これを踏まえて表10を見ると、いずれも事業者を対象とした補助事業と
なっていることから、租税支出による効果が相対的に不十分な部分を補助事業が補完する
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市町が補助する額の1/2（改造費の1/2または100万円が限度）補 助 額
47,180千円H23予算
国（国土交通省）の補助を受けることが要件
運送事業者への低公害車普及促進補助事業
備 考
低公害車と一般車の差額の1/3（小規模事業者は1/2）又は市町補助額の1/2（市町の場合)
法人及び個人事業者（ただし、関西電力、大阪ガス、自動車製造・販売事業者、公法人、公
益法人は除く）に低公害車導入経費の一部を補助
補 助 額
低公害車導入補助事業
補助対象
民間自動車運送事業者、自動車リース事業者及びこれらに補助する市町補助対象
表10 平成23年度兵庫県の自動車環境対策にかかる事業者等への支援策（抜粋）
8,371千円H23予算
各市町が申請窓口（市町が補助事業を実施している場合のみ）備 考
（備考）自動車の買換え・購入需要を促進する目的を持つ補助事業のみを抜粋した。
表に掲載した以外にも、自動車 NOx・PM法の規制を満足しない現有ディーゼル車等を解体廃車
して最新規制適合車等を購入する中小企業者に対する購入資金の低利融資・特別貸与・利子補給
制度などがあるが、本表では支出額が明確に把握できる補助事業に限った。
（出所）兵庫県農政環境部（2011a）、同（2011b）から筆者作成。
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形になっていることが見て取れる。あわせて、トラックにおいては軽課対象となるような
環境性能の高い車が普及していないことを指摘した。これを踏まえて表10を見ると、運送
事業者への低公害車普及促進補助事業が行われており、これも租税支出による効果が相対
的に不十分な部分を補助事業が補完する形になっていることが見て取れる。
また、自動車税のグリーン化特例は平均して677百万円、税収％分の減収、自動車取
得税のエコカー減税は平均して年間8,370百万円、税収約51％分の減収であることを指摘
した。これに対し表10の補助事業は56百万円であり、このB者の合計9,103百万円が環境
性能の優れた自動車の買換え・購入需要を促進する目的を持つ兵庫県の財政総支出という
ことになる26。この総支出に占める比率を見ると、自動車税のグリーン化特例約％、自
動車取得税のエコカー減税約92％、補助事業％未満となり、環境性能の優れた自動車の
買換え・購入需要の促進の手段として採用されているのは租税支出で、その足らざるとこ
ろを直接支出で補完していることがいえる。
以上から、自動車税のグリーン化特例と自動車取得税のエコカー減税を比べると、自動
車税のグリーン化特例は重軽課の組み合わせにより純租税支出の減少を図る優れた枠組み
であるのに、自動車取得税のエコカー減税は軽課のみ、しかも軽課前税収の過半の租税支
出を行う枠組みで、政策手段として過大な租税支出なのではないか、という疑念が生ずる。
ただし、先に述べたとおり、課税状況調でのエコカー減税軽減額は、同減税の適用がない
ものとした場合に適用される税率からの軽減額とされているため、自家用車については当
分の間税率E％を基準とした軽減額となっている。自動車取得税は、もともと地方道路財
源に充てる目的税として創設されたが、2009（平成21）年に普通税となり、税率水準につ
いても財源調達目的でE％が維持されているが、この移行の際に課税根拠が十分に整理さ
れたとは言い難い。このような経緯から、自動車取得税はその課税根拠が失われていると
いう強い批判を浴びており、この批判的立場からは、エコカー減税についても、本則税率
であるB％未満に軽課する部分を租税支出とみるべき、あるいは、全く租税支出とみるべ
きではない、という主張がなされよう。この点は、過去の経緯が複雑に絡んでおり、租税
支出の定義の困難さ、租税支出概念のあいまいさが表れるところである。
 課税状況調の租税支出レポートとしての可能性及び課題
地方税の統計として現に存在する課税状況調から自動車環境税制における兵庫県の租税
支出についてどの程度の情報を得ることができるのかを検討してきたが、この検討結果を
踏まえ、第C章において租税支出レポートとして備えておくべきと指摘した、Bつの表示
地方自治体の租税支出レポート
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26 本来は、事務費、電算システム経費等の間接経費も考慮すべきではあるが、本稿においては割愛する。
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項目及び年度間・他団体比較がどこまで可能であったのかを確認する。
⑴ （制度上の）受益者・額
課税状況調は、租税支出そのものではなく、租税支出がその制度的基盤としている地方
税制の企画立案を主たる用途としているため、租税支出額を集計するのではなく、租税支
出後の軽減された税額を集計する。租税支出前の税額と租税支出後の税額が一意に定まる
場合には、その差額を租税支出として認識することは可能であり、加工の手間をかければ
租税支出レポートに仕立て上げることができる。ただし、税目によってその把握できる情
報の態様は異なるものと考えられる。自動車取得税では、その仕組みの制約から人が何
台の自動車を取得しているのかが分からないため、自動車単位での租税支出は把握できて
も、自動車取得者が受けた租税支出（台分なのか、複数台分なのか）を把握することは
できない。また、法人住民税法人税割や地方消費税といった、国税の税額を課税標準とす
る税目では、国税において租税支出の受益者・額が認識されない限り、地方税において受
益者・額を認識することは困難である。つまり、課税状況調で把握できる可能性が高いの
は、地方税において独自に税額計算を行う税目の租税支出であること、また、その把握で
きる情報の態様は一様ではないということがいえる。
以上は、租税支出の制度的に想定される受益者・額についてであるが、租税には経済的
帰着という問題があり、租税支出においても同様に考慮すべきではあるが、これを課税状
況調で明らかにすることはできない。課税状況調による租税支出レポートは、コストレ
ポート（歳入損失一覧）であり、別途、効率性分析などを行うための基礎資料と認識すべ
きものである27。
⑵ 直接支出＋租税支出＝財政総支出
これまで見てきたように、租税支出が明らかになれば、直接支出と比較したり、財政総
支出を算出したりすることができるようになり、直接的な財政支出と間接的な財政支出を
含めた総額についての規律は維持されているか、政策手段として租税支出が適切か、ある
いは直接支出が適切か、など、財政面、政策面での検討をより幅広く行えるようになる。
しかし、租税支出や財政総支出の把握は、これらの検討の基礎となるデータを提供するだ
けであり、これらに対する回答を単独で用意することはできない。また、直接支出と比べ
て租税支出は概念のあいまいさが付きまとうため、「目安」、「目測」であるということを
認識しておく必要がある。
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27 古田（2011), p. 60.
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地方税財政制度の観点からも課題を指摘できる。自動車取得税の税収の約割は都道府
県から市町村交付金として交付されているため、エコカー減税による減収の約割は実質
的に市町村が負担しているとする見方も可能である。さらに、自動車税のグリーン化特例
や自動車取得税のエコカー減税は、国が自らの政策を推進する手段として地方税法に規定
したものであり、国が全国の地方自治体に減収を強いているとする見方も可能である。こ
のように、国・都道府県・市町村が密接に絡み合っている場合に、租税支出を決定した主
体、租税支出を行った主体、実際に負担する主体それぞれにどのように租税支出を振り分
けるべきか、というのは地方交付税の問題も絡んで複雑である。同じく、環境性能の高い
自動車の購入補助として国が行っている、自動車重量税の時限的軽減措置（エコカー減
税)28やエコカー補助金も含めた自動車に対する環境施策全体を評価しようとするときも、
国・都道府県・市町村が密接に絡み合っていることに起因する複雑さが生じてくる。
⑶ 階級別件数・額の区分
税負担の公平性を確保する観点からは、租税支出の総額だけではなく、階級別件数・額
を見ることが望ましい。自動車税のグリーン化特例で見たように、所得課税だけではな
く、資産課税においても、階級段階別を見ることは可能である。ただし、自動車所有者の
所得階層と直接結びつけるには、導入が検討されている社会保障・税番号制度（マイナン
バー）の統計的利用などの方策を講ずる必要がある29。
自動車取得税のエコカー減税においては、エコカー減税に関する統計と自動車取得税全
体の取得価額段階別に関する統計がありながら、両者が連携していないことを見た。両者
それぞれ統計が可能であるという外見からは、エコカー減税の取得価額段階別に関する統
計を作成することはできるように思える。ただ単に統計まとめるだけでなく、租税支出レ
ポートに必要な属性を考慮して集計の仕方を考える必要がある。
また、先にふれたように、国税の税額を課税標準とする税目では、地方税において階級
別件数・額の区分を認識することは困難である。
⑷ 比較可能性
本稿では、もっぱら兵庫県という一つの自治体に絞って年度間比較を行ったが、この比
較により、いろいろと情報を読み取ることが可能であることが分かった。また、一部は全
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28 自動車重量税についても、その税収の一部が自動車重量譲与税として国から市町村に譲与されること
から、エコカー減税により自動車重量譲与税は減少する。
29 アメリカの地方政府は、住民の申告書のデータ・ベースをもっており、個々の納税者の申告書データ
をサンプリングして、租税支出の金額を推計している（上村（2010), p. 51）。
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国との比較も行い、全国的な動きと兵庫県の動きが必ずしも一致しないことも見た。この
ように、一時点、一地域だけではなく、複数時点、複数地域を比較することは多くの情報
をもたらしてくれる。地方自治体の主要な租税支出である地方税法に基づく租税支出につ
いて自治体間比較をするのに、課税状況調の統一的枠組みは有効であり、プラットフォー
ムとして活用可能である。各地方自治体の税務電算システムの改修が必要など実務上の課
題も想定されるが、課税状況調に租税支出レポートの機能が付加され、全団体分が公表さ
れるのが望ましい姿であるといえる。
一方、地方自治体が独自に定める課税免除・不均一課税や減免については、課税状況調
等では税目単位で総額を比較する程度であり、租税支出の個々の状況について見ることは
できない。これは、地方自治体が独自に定めるものであることによる。この場合は、それ
ぞれの地方自治体において租税支出レポートの公表が行われることが比較可能性の向上に
つながる。
Ⅳ 地方自治体における租税支出レポート活用の方向性
実際に地方自治体が租税支出レポートを活用するに当たっては課題がいくつか想定され
るが、ここでは、次のDつの課題について、今後採るべき方向性を示しておきたい。
一つは租税支出と財源確保との関係である。近年、所得税・住民税の年少扶養控除廃止
と「子ども手当」の創設（租税支出から直接支出への振替え）、法人税の課税ベース拡大
と税率引下げ（税率引下げ分の財源確保のための租税支出縮減）がそれぞれ一体として実
施されている30。これは、既存の租税支出の規模が大きいほど経済・社会に組み込まれ、
見直し、特に純増税は困難を極めることを示しており、何等の代替措置なしに租税支出を
廃止して財源確保ができるとは考えにくい。つまり、租税支出認識の目的は、「資源配分
の効率化」の達成が主であって、「総額についての規律の維持」の達成は従たるものとし
て理解すべきである31。
二つは租税支出と租税原則との関係である。財政的政策誘導の手段として租税支出を活
用することはあってもよいが、その政策目的を達成するのに租税支出という手段が適切で
あるということが前提であり、直接支出を伴わないからといって安易に租税支出を頼るべ
きではない。租税原則、特に税負担の公平性は、税という仕組みの根本であり、租税支出
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30 アメリカでは、個人所得税の減税（税率削減）を個人・企業関係の課税ベース拡大で賄おうとした
1986年税制改革法がある（渡瀬（2008), p. 17）。
31 新規の租税支出を一定程度抑制する方向には働くものと考えられる。
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の新設や継続の際は、この規範を損なってもなお実施するに足る経済性、効率性、有効性
等が求められるべきである。
三つは租税支出と地方税制との関係である。地方自治体の租税支出の大半を占める地方
税法上の政策税制では、立案決定過程（国）と執行過程（地方自治体）が分離しており、
個々の地方自治体が租税支出レポートを活用して PDS サイクルを回すことはできない。
地方自治体が直接支出だけではなく租税支出についても政策的・財政的な観点からマネジ
メントしていくために、まずは、地方税法上の政策税制にわがまち特例を全面的に導入す
ること、さらには、国による政策目的での地方税制利用を統制していくことが望まれる。
四つは租税支出と政策評価との関係である。第B章で見たように、課税状況調による租
税支出レポートだけでは政策誘導効果など詳細な分析を行うことはできない。一方、地方
自治体にとって、課税状況調を超える詳細なレポートを毎年作成することはその経営資源
から見て容易ではない。そこで、課税状況調による租税支出レポートは定期的な健康診断
と位置づけ、詳細な分析は中長期単位の精密検査で行う、とすることが考えられる32。
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